
  

 

議案第 １２５ 号 

 

令和３年度 湯梨浜町下水道事業特別会計補正予算（第３号） 
 

 令和３年度湯梨浜町の下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５９，３１５千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ１，６３７，３２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

                         令和 ３ 年 １２ 月 １０ 日提出 

 

                                湯梨浜町長 宮 脇 正 道 
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

－2－

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

分 担 金 及 び 負 担 金1 6,955 △2,089 4,866

負 担 金2 6,164 △2,089 4,075

使 用 料 及 び 手 数 料2 297,525 △528 296,997

手 数 料2 528 △528 0

国 庫 支 出 金3 390,550 △6,500 384,050

国 庫 補 助 金1 390,550 △6,500 384,050

繰 入 金4 461,618 △4,698 456,920

他 会 計 繰 入 金1 461,618 △4,698 456,920

町 債6 535,200 △45,500 489,700

町 債1 535,200 △45,500 489,700

1,637,320歳              入              合              計 1,696,635 △59,315



－3－

補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費1 31,202 2,470 33,672

総 務 管 理 費 1 31,202 2,470 33,672

事 業 費2 1,101,108 △61,785 1,039,323

公 共 下 水 道 整 備 事 業 費 2 1,082,967 △61,785 1,021,182

公 債 費3 563,325 0 563,325

公 債 費 1 563,325 0 563,325

1,637,320歳              出              合              計 1,696,635 △59,315
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２ 事業費 ２ 公共下水道整備事業費 634,399雨水（ポンプ場）事業（補助）

（単位：千円）

第２表　　繰　越　明　許　費

金 額款 項 事 業 名



変  更

限　度　額 起債の方法 限　度　額 起債の方法

過 疎 対 策 事 業 債 4,600
証書借入

又は
証券発行

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共
団体金融機構資金等につ
いて､利率の見直しを
行った後においては､当
該見直し後の利率）

3,300

下 水 道 事 業 債
（ 公 共 下 水 道 ）

434,500
証書借入

又は
証券発行

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共
団体金融機構資金等につ
いて､利率の見直しを
行った後においては､当
該見直し後の利率）

390,300

償　還　の　方　法 利　率 償還の方法

償還期限30年以内（うち据置5年以
内）元利均等又は元金均等償還とする｡
（融資条件については借入先の定めると
ころによる）ただし､町財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮し､もし
くは繰上償還､又は低利債に借り換えす
ることができる｡

償還期限30年以内（うち据置5年以
内）元利均等又は元金均等償還とする｡
（融資条件については借入先の定めると
ころによる）ただし､町財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮し､もし
くは繰上償還､又は低利債に借り換えす
ることができる｡

第３表　地　方　債　補　正

（単位：千円）

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利　　率
以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

－6－

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 △2,089 4,8666,955

2 使 用 料 及 び 手 数 料 △528 296,997297,525

3 国 庫 支 出 金 △6,500 384,050390,550

4 繰 入 金 △4,698 456,920461,618

6 町 債 △45,500 489,700535,200

歳     入     合     計 1,696,635 △59,315 1,637,320
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

2,4701 2,470 33,67231,202総 務 費

△3,856△45,500△6,5002 △61,785 1,039,3231,101,108 △5,929事 業 費

△1,2313 0 563,325563,325 1,231公 債 費

歳     出     合     計 1,696,635 △59,315 1,637,320 △6,500 △45,500 △2,617 △4,698
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２　歳　入

（単位：千円）負担金2分担金及び負担金（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△2,089現年度分下水道受1△2,089下水道受益者負担1 4,0756,164 △2,089下水道受益者負担金

益者負担金金

4,075△2,0896,164計

手数料（項） 2使用料及び手数料（款） 2

△528総務手数料1△528手数料1 0528 △528排水設備工事指定業者手数料

0△528528計

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 3

△6,500公共下水道整備事1△6,500事業費補助金1 384,050390,550 △1,700社会資本整備総合交付金

業費補助金 △4,800社会資本整備総合交付金（防災・安全）

384,050△6,500390,550計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 4

△4,698一般会計繰入金1△4,698一般会計繰入金1 456,920461,618 △4,698一般会計繰入金

456,920△4,698461,618計

町債（項） 1町債（款） 6

△1,300過疎対策事業債1△45,500事業債1 489,700535,200 △1,300過疎対策事業債（ストックマネジメント事業）

△44,200公共下水道整備事2 公共下水道事業債（社会資本整備総合交付金（防災・安

業債 △44,200全）事業）

489,700△45,500535,200計
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下水道事業特別会計 1  総務費

３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 31,202 2,470 33,672 2,470 3職員手当等 △15 ○一般職人件費 42

費     勤勉手当 △15

4共 済 費 57     共済組合負担金 56

    互助組合負担金 1

26公 課 費 2,428 ○下水道総務経常経費 2,428

    公課費 2,428

計 31,202 2,470 33,672 2,470

（款） 2 事業費 （項） 2 公共下水道整備事業費

1維持管理 238,424 △555 237,869 △3,200 6,644 △3,999 12委 託 料 △7,199 ○流域下水道処理場負担金 5,900

費     負担金（その他） 5,900

14工事請負費 744 ○不明水対策事業 744

    工事請負費 744

18負担金､補助 5,900 ○公共下水道事業計画変更設計業

及び交付金   務委託 △7,199

    委託料（物） △7,199

2施設整備 844,543 △61,230 783,313 △3,300 △45,500 △10,500 △1,930 11役 務 費 30 ○公共下水道事業（単独） △10,500

事業費     工事請負費 △10,500

12委 託 料 △50,760 ○雨水（ポンプ場）事業（補助） △44,230

    手数料 30

13使用料及び 1,000     委託料（その他） △44,260

賃 借 料     使用料及び賃借料 1,000

    工事請負費 193,820

14工事請負費 183,320     土地購入費 18,180

    備品購入費（普） △218,000

16公 有 財 産 18,180     補償金 5,000

購 入 費 ○ストックマネジメント事業（補

  助） △6,500

17備品購入費 △218,000     委託料（その他） △6,500
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（款） 2 事業費 （項） 2 公共下水道整備事業費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

21補償、補填 5,000

及び賠償金

計 1,082,967 △61,785 1,021,182 △6,500 △45,500 △3,856 △5,929

（款） 3 公債費 （項） 1 公債費

1元金 508,010 0 508,010 △1,231 1,231

計 563,325 0 563,325 △1,231 1,231



１．一般職

（1）総括 （単位：千円）

報　　酬 給　　料 職 員 手 当 計

(1)
3

(1)
2

(0)
1

区  分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当

補 正 後 140 63 120 2,799 1,810

補 正 前 140 63 120 2,799 1,825

職員手当 比   較 0 0 0 0 △ 15

の 内 訳 区  分 時間外手当 宿日直手当 特殊勤務手当 管理職特別勤務手当

補 正 後 1,134

補 正 前 1,134

比   較 0

区　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　考

補 正 後 1,644 9,358 6,066 17,068 3,420

△ 15 57

20,488

補 正 前 1,644 9,358 6,081 17,083 3,363 20,446

42比    較 0 0 △ 15

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報　　酬 給　　料 職 員 手 当 計

3

2

1

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

区  分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当

補 正 後 140 63 120 2,449 1,810

補 正 前 140 63 120 2,449 1,825

職員手当 比   較 0 0 0 0 △ 15

の 内 訳 区  分 時間外手当 宿日直手当 特殊勤務手当 管理職特別勤務手当

補 正 後 1,134

補 正 前 1,134

比   較 0

42比    較 0 △ 15 △ 15 57

15,074 3,076 18,150

補 正 前 9,358 5,731 15,089 3,019 18,108

区　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　考

補 正 後 9,358 5,716



イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報　　酬 給　　料 職 員 手 当 計

(1)

(1)

(0)

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

区  分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当

補 正 後 350

補 正 前 350

職員手当 比   較 0

の 内 訳 区  分 時間外手当 宿日直手当 特殊勤務手当 管理職特別勤務手当

補 正 後

補 正 前

比   較

区　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　考

補 正 後 1,644 350 1,994 344

補 正 前 1,644 350 1,994 344 2,338

0比    較 0 0 0 0

2,338
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（2） 給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増 減 額

0

△ 15

（3）給料及び職員手当の状況 

ア　職員一人当たり給与

職員手当 △ 15

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　　　　　分 行　　　政　　　職

　給与改定に伴う増減分

0給　　料

　その他増減分

　昇給に伴う増加分

　制度改正に伴う増減分

　その他増減分 異動による

　平 均 年 齢　（歳・月） 47.0

技　能　労　務　職

令和3年6月1日現在 　平 均 給 与 月 額　（円） 360,583

　平 均 給 料 月 額　（円） 340,150

令和3年12月1日現在

　平 均 年 齢　（歳・月） 50.6

　平 均 給 与 月 額　（円） 394,945

　平 均 給 料 月 額　（円） 356,867



イ　級（等級）別職員数

級（等級） 職員数（人） 構成比（％） 級（等級） 職員数（人） 構成比（％）
6 級
5 級 1 33.3% 5 級
4 級 1 33.3% 4 級
3 級 1 33.3% 3 級
2 級 2 級
1 級 1 級
計 3 100.0% 計

級（等級） 職員数（人） 構成比（％） 級（等級） 職員数（人） 構成比（％）
6 級
5 級 5 級
4 級 1 50.0% 4 級
3 級 1 50.0% 3 級
2 級 2 級
1 級 1 級
計 2 100.0% 計

令和3年6月1日現在

行 政 職 技 能 労 務 職
区 分

令和3年12月1日現在

区 分
行 政 職 技 能 労 務 職
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ウ　昇給

行 政 職 技能労務職

職　　　　 員 　　　　数(Ａ)(人) 3 3

昇給に係る職員数        (Ｂ)(人) 3 3

4号給（人） 2 2

　　  号給数別内訳 2号給（人） 1 1

比　　　　 率  （Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職　　　　 員 　　　　数(Ａ)(人) 2 2

昇給に係る職員数        (Ｂ)(人) 2 2

4号給（人） 2 2

　　  号給数別内訳

比　　　　 率  （Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

補

正

後

補

正

前

代 表 的 な 職 種
区 分 合 計


